
京都市会計規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和５年３月３１日 

京都市長  門 川 大 作 

京都市規則第   号 

京都市会計規則の一部を改正する規則 

第１条 京都市会計規則の一部を次のように改正する。 

第４条第６項を同条第７項とし、同条第５項の次に次の１項を加える。 

６ 会計管理者は、保健福祉局生活福祉部保険年金課長の職にある出納員に、地方自治

法（以下「法」という。）第２３１条の３第３項前段の規定による処分に係る取立て

により給付を受ける金銭（国民健康保険料又は後期高齢者医療保険料に係る徴収金で

あって、収納機関（特徴金融機関を除く。）への払込み及び区出納員による領収が困

難であると認められる場合に限る。）の収納に関する事務を委任する。 

 第２９条第１項各号列記以外の部分中「地方自治法（以下「」及び「」という。）」

を削る。 

第３８条第１項中「除く。」の右に「以下この条において同じ。」を加え、同項に次

のただし書を加える。 

ただし、京都市野外活動施設花背山の家条例に規定する使用料を領収した場合にお

ける当該使用料の収納機関への払込みの手続は、別に定める。 

  第３８条第２項中「前項」を「前項本文」に改め、「（特徴金融機関を除く。）」を

削り、同条第３項各号列記以外の部分中「、第１項」を「、第１項本文」に改め、

「（特徴金融機関を除く。）」を削る。 

第４３条の２第１項第２号イ中「限る。）、」の右に「同条例別表第２⑴の項に掲げ

る手数料（本市以外の者が設置する端末機（同項に規定する本市以外の者が設置する端

末機をいう。以下この条において同じ。）による申請に係るものに限る。）若しくは」

を加え、「若しくは同条例別表第７に掲げる手数料（租税その他公課に関する証明書

（所得証明書（個人の所得の額を明らかにすることができる市長の証明書をいう。以下

この条において同じ。）及び課税証明書（個人の市民税及び府民税の額を明らかにする

ことができる市長の証明書をいう。以下この条において同じ。）に限る。）に係るもの

に限る。）」を削り、同項中第７号を削り、第８号を第７号とし、第９号から第１８号

までを１号ずつ繰り上げ、同項第１９号イ中「に関する証明書」を「の納税に関する証
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明書、所得証明書（個人の所得の額を明らかにすることができる市長の証明書をいう。）

及び課税証明書（個人の市民税及び府民税の額を明らかにすることができる市長の証明

書をいう。）並びに評価証明書（固定資産評価額を明らかにすることができる市長の証

明書をいう。以下この号において同じ。）及び公課証明書（固定資産評価額及び固定資

産税の課税標準額を明らかにすることができる市長の証明書をいう。以下この号におい

て同じ。）」に改め、「（固定資産評価額を明らかにすることができる市長の証明書を

いう。）」及び「（固定資産評価額及び固定資産税の課税標準額を明らかにすることが

できる市長の証明書をいう。）」を削り、同号エ中「別表第７」を「別表第６」に改め、

「（租税その他公課に関する証明書（所得証明書及び課税証明書に限る。）及び」を削

り、「に限る。）（いずれも」を「であって、」に改め、「に係るものに限る。）」を

削り、同号を同項第１８号とし、同項第２０号から第２２号までを１号ずつ繰り上げ、

同条第５項第３号中「限る。）、」の右に「同条例別表第２⑴の項に掲げる手数料（本

市以外の者が設置する端末機による申請に係るものに限る。）若しくは」を加え、「若

しくは同条例別表第７に掲げる手数料（租税その他公課に関する証明書（所得証明書及

び課税証明書に限る。）に係るものに限る。）」を削る。 

第６９条第２項各号列記以外の部分中「（前条第５号に掲げる経費については、当該

概算払を受けた日の属する年度の終了後）」を削る。 

別表第２ １第３号を次のよう改める。 

⑶ 南部クリーンセンター所長 

別表第２ １中第６３号を削り、第６２号を第６３号とし、第６１号を第６２号とし、

第６０号を第６１号とする。 

別表第２ １第５９号を次のように改める。 

（５９） 第二児童福祉センター総務課長 

別表第２ １中第５９号を第６０号とし、第４２号から第５８号までを１号ずつ繰り

下げ、第４１号の次に次の１号を加える。 

（４２） 保健福祉局生活福祉部保険年金課長 

別表第２ １中第７７号を削り、第７８号を第７７号とし、第７９号から第９５号ま

でを１号ずつ繰り上げる。 

別表第４中「第５６号 都市計画局都市景観部景観政策課長」を「第５６号 削除」

に、「第６３号 南部クリーンセンター管理課長」を「第６３号 南部クリーンセンタ



ー所長」に、「第７９号 建設局都市整備部整備推進課長」を「第７９号 削除」に、

「第１０８号 銅駝美術工芸高等学校事務長」を「第１０８号 美術工芸高等学校事務

長」に、「第１４０号 第二児童福祉センター長」を「第１４０号 第二児童福祉セン

ター総務課長」に改める。 

第８号様式に次のように加える。 



 



 



第１３号様式に次のように加える。 

 



第４７号様式中「課長補佐・」を削り、 

「          「 

 

          を を          に、「京都市会計管理者」を「京都市 

 

」          」 

（区）会計管理者」に改める。 

第４８号様式中「課長補佐・」を削り、 

「          「 

 

          を          に、「京都市（区）収入役」を「京都 

 

         」          」 

市（区）会計管理者」に改める。 

第６７号様式中「または」を「又は」に、「下さい。」を「ください。」に、

「（あて先）」を「（宛先）」に、「京都市 （区）収入役」を「京都市 （区）会

計管理者」に改める。 



       「       「 

第７０号様式中      を      に改め、「課長補佐・」を削り、 

              」       」 

「あて先」を「宛先」に、「京都市収入役」を「京都市会計管理者」に改める。 

「       「 

  第８８号様式中      を      に改め、「課長補佐・」を削り、 

               」       」 

「あて先」を「宛先」に、「京都市収入役」を「京都市会計管理者」に改める。 

第２条 京都市会計規則の一部を次のように改正する。 

別表第２ １第７３号を次のように改める。 

（７３） 土木みどり事務所長 

別表第２ １中第７５号を削り、第７６号を第７５号とし、第７７号から第９４号

までを１号ずつ繰り上げる。 

別表第４中「第４６号 北部みどり管理事務所長」を「第４６号 削除」に、「第

５０号 京北・左京山間部土木事務所長」を「第５０号 京北・左京山間部土木みど

り事務所長」に、「第５２号 南部みどり管理事務所長」を「第５２号 削除」に、

「第１１３号 北部土木事務所長」を「第１１３号 北部土木みどり事務所長」に、

「第１１５号 左京土木事務所長」を「第１１５号 左京土木みどり事務所長」に、

「第１１７号 東部土木事務所長」を「第１１７号 東部土木みどり事務所長」に、 

「第１１９号 南部土木事務所長  「第１１９号 南部土木みどり事務所長 

第１２０号 西部土木事務所長 を 第１２０号 西部土木みどり事務所長 に、 

第１２１号 伏見土木事務所長」  第１２１号 伏見土木みどり事務所長」 

「第１３７号 西京土木事務所長」を「第１３７号 西京土木みどり事務所長」に改

める。 

   附 則 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、同年５月８

日から施行する。 

（会計室） 


